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別表１：求められる「能力」 

 
行政職員 
 

  

  
職位 求められる能力 

一
般
職
員 

(

行
政
職
員) 

能
力
開
発
・伸
長
期 

職員Ⅰ 

基礎的な実務能力・知識を習得する力 
 ■市職員として必要な一般的な業務遂行能力、相手の立場に立った応対マナー 
 ■着実に業務を進めるためのスケジュール管理能力 
 ■担当業務の課題解決に向けた企画力 
 ■全職員に求められる「基礎的マインド・知識」を習得し活用する力 

職員Ⅱ 

高い実務能力・知識を習得し伸長する力 
 ■着実かつ円滑に業務を進めるための調整力・計画力 
 ■係長を補佐し、後輩職員を指導するなど、職場でよい影響力を発揮できる力 
 ■所属する係等の課題解決に向けた企画力 
 ■全職員に求められる「基礎的マインド・知識」を習得し活用する力 

能
力
活
用
期 

職員Ⅲ 

習得した能力やこれまでの経験を発揮する力 
 ■後輩職員の意欲を高める指導・育成を行い、職場でよい影響力を発揮できる力 
 ■係長を補佐、時に代理できるなど、目標の達成に向けてチームをまとめられる力 
 ■市政全体や担当業務の社会的背景を理解した上で業務を推進する力 
 ■全職員に求められる「基礎的マインド・知識」を習得し活用する力 

再任用職員 
習得した能力を職員及び組織へ還元する力 
 ■これまでの豊富な経験・知識を後輩職員へ継承できる力 
 ■目標達成に向けてチームをサポートする力 
 ■全職員に求められる「基礎的マインド・知識」を習得し活用する力 

責
任
職 

運
営
責
任
職 

専任職 

専門分野の卓越した能力・知識を生かして技術を継承し、後進を指導育成する力 
 ■特定の分野における専門知識・技術を常に更新し、活用する力 
 ■課長及び係長を補佐し、業務を取りまとめ遂行する力 
 ■当該分野における全庁的・客観的な視点を持って、課題を検討・共有し、解決する力  
 ■専門知識・技術の継承及び後進の指導育成をする力 
 ■全職員に求められる「基礎的マインド・知識」を習得し活用する力 

係長 

係の目標達成や部下の指導育成を行うマネジメント力 
 ■運営方針や課の目標を踏まえ、係の目標を設定し、職員と連携して達成する力 
 ■係の業務を確実に進捗管理（工程・予算等の管理）する力 
 ■職員の勤務管理や健康管理を適切に行う力 
 ■意欲を持って職員の指導・育成を行う力 
 ■客観的な視点に基づきニーズを把握し、企画・調整を進め、課題解決する力 
 ■庁内の各部門や地域・企業等と連携・折衝・調整する力 
 ■全職員に求められる「基礎的マインド・知識」を習得し活用する力 

課長補佐 
課の運営を補佐するマネジメント力 
（係長に求められる能力に加えて） 
 ■課長を補佐し、課全体を見渡しまとめる力 
 ■課の組織力を高める人材育成の視点・能力 

課長 

課の目標達成や部下の指導育成を行うマネジメント力 
 ■運営方針等を踏まえ課の目標を設定し、係長等を指揮し達成する力 
 ■課の業務を確実に進捗管理（工程・予算等の管理）する力 
 ■課の目標達成に必要な意思決定を適時に行う判断力 
 ■課の代表として、庁内外に事業方針等を発信する力 
 ■係長等の勤務管理や健康管理を適切に行う力 
 ■意欲を持って部下の指導・育成を行う力 
 ■中長期的かつ客観的視点から、企画・調整を進め、課題解決する力 
■庁内の各部門や地域・企業等と連携・折衝・調整し、まとめる力 

 ■全職員に求められる「基礎的マインド・知識」を習得し活用する力 

１ 
 



経
営
責
任
職 

部長 

区局の経営を補佐するマネジメント力 
 ■周囲からの信望を得る高い人間性、品格ある立ち居振る舞い 
 ■運営方針等を踏まえ部の目標を設定し、課長等を指揮し達成する力 
 ■全庁的・長期的・客観的な視点から意思決定を適時に行う判断力 
 ■部の代表として、庁内外に事業方針等を発信する力 
 ■課題に対して区局を横断し解決する力、地域・企業等と連携・折衝・調整する力 
 ■高い意識・意欲を持って、人材育成を推進し、組織風土を作る力 
 ■将来を見据えた政策形成力、高いリスク管理能力 
 ■全職員に求められる「基礎的マインド・知識」を活用したマネジメント力 

区局長 

（理事） 

区局を経営するマネジメント力 
 ■周囲からの信望を得る高い人間性、品格ある立ち居振る舞い 
 ■運営方針等を決定し、組織を指揮し達成する力 
 ■全庁的・長期的・客観的な視点から意思決定を行う高い経営管理能力 
 ■区局の代表として、庁内外に事業方針等を発信する力 
 ■課題に対して区局を横断し解決する力、地域・企業等と連携・折衝・調整する力 
 ■高い意識・意欲を持って、人材育成を推進し、組織風土を作る力 
■将来を見据えた政策形成力、高いリスク管理能力 

 ■全職員に求められる「基礎的マインド・知識」を活用したマネジメント力 

 
技能職員 
 

  

  
職位 求められる実務能力 

一
般
職
員 

(

技
能
職
員) 

能
力
開
発
・伸
長
期 

職員Ⅰ 

知識・技能を習得し活用する力 
 ■市職員として必要な一般的な業務遂行能力、相手の立場に立った応対マナー 
 ■安全面への配慮 
 ■全職員に求められる「基礎的マインド・知識」を習得し活用する力 

職員Ⅱ 

知識・技能を発展させ後輩指導を行う力 
 ■担当業務に関する豊富な知識・経験に基づき、問題に対し迅速に対応する力 
 ■中堅職員として後輩職員を指導し、職場でよい影響力を発揮できる力 
 ■全職員に求められる「基礎的マインド・知識」を習得し活用する力 

能
力
活
用
期 

職員Ⅲ 

熟練した知識・技能を発揮する力 
 ■職場における課題を抽出し、解決に向けた方策を考える力 
 ■事故の未然防止、作業の安全対策を講じる力 
 ■ベテラン職員として後輩職員を指導・育成し、職場でよい影響力を発揮できる力 
 ■職場環境の向上に努め、チームをまとめる力 
 ■全職員に求められる「基礎的マインド・知識」を習得し活用する力 

再任用職員 

熟練した知識・技能を職員及び組織へ還元する力 
 ■これまでの豊富な知識・技能を後輩職員へ継承できる力 
 ■職場環境の向上に努め、チームを支える力 
 ■全職員に求められる「基礎的マインド・知識」を習得し活用する力 

 
注：消防職員、教育職員、医療職員等は、別の定めに基づくものとします。 
 

責
任
職 

２ 
 



別表２：求められる「基礎的マインド・知識」  
・職位にかかわらず、全職員が身につけることが必要な基礎的なマインドと知識を記しています。 
・全職員は、所管局が実施する研修などを通じて「基礎的マインド・知識」の習得に努めることが求められます。 
・なお、この「基礎的マインド・知識」は、社会的背景やニーズの変化に応じて、今後も常に項目等の見直しを
行います。  

項目 求められる背景 所管局 
【重点項目】 
担当業務の 
基礎的マインド・知識 
 

日々の業務を着実に行い、組織目標を達成するためには、業務遂行上求め
られる基礎的マインド・知識を習得することが必要です。この内容は各業務・
職場によって異なります。 

各業務所管局 
各職場 

項目 求められる背景 所管局 

人権意識 
市職員は、市政運営にあたり、人権の尊重をその基調とし、差別をなくす

姿勢で取り組むことが必要です。そのために、職員一人ひとりが、研修など
により人権問題を正しく理解し、自分の問題として捉えることを通じて、人
権尊重の視点を日常業務に活かすことが求められます。 

市民局 

コンプライアンス 
市職員は、「職員行動基準」に基づき、法令遵守はもちろんのこと、市民

や社会からの要請に応える必要があります。また、事務処理ミスや不祥事防
止の観点からも、コンプライアンス推進の理解や知識の習得が求められま
す。 

総務局 

福祉の視点 
誰もが安心して自分らしく健やかに暮らしていける市政を実現する上で

は、福祉的な支援に直接関わる職員だけでなく、全ての職員に、それぞれの
場面に応じて、福祉の視点から考え、適切な配慮を行っていくことが求めら
れます。 

健康福祉局 
こども青少年局 

国際・多文化共生 
 在住外国人の増加・定住化や、海外との関わりがある業務が多様化する中
では、市職員には文化や価値観の違いを受け止め、相手と信頼関係を築きな
がら業務にあたることや、幅広い視野で本市施策の現状把握や課題解決に取
り組むことが求められます。 

国際局 

横浜市基本構想、中
期計画、運営方針等 

市職員は、まず市全体の将来像や向かうべき方向、区局の方針を理解した
上で担当業務に従事する必要があります。職務を通じて能力を発揮し、成果
に結びつけていくためには、これらの計画の理解が求められます。 

政策局 
各区局 

法務・文書 

市職員は、法令遵守義務があり、多くの法令、条例、規則及び規程等に基
づき仕事をしています。また、本市では、文書を中心として事務運営を行い、
組織としての意思決定は文書によって行っています（文書主義）。そのため、
法令を理解し行動に結びつけるための基本知識や、組織の意思決定・実行を
正確に、簡素に、迅速に行うために文書を処理することが求められます。 

総務局 

危機管理 
市職員は、危機発生時は直ちに対策に関する業務に従事し、市民の生命、

身体の安全確保に向けて行動することが必要です。そのため、危機発生時に
おける自らの役割や計画の内容などの知識を習得することが求められます。 

総務局 

個人情報の保護・ 
機密情報等のセキュリティ 

市職員は、市民の個人情報や様々な機密情報を扱いながら業務を行ってい
ますが、ひとたび情報漏えいが起こると市民の信頼を一気に失うことになり
ます。情報の取扱いや保護、サイバー攻撃対策など情報セキュリティに関す
る一定の知識を習得することが求められます。 

市民局 
総務局 

ICT(PC スキル等) 
市職員は、多くの文書を PC で作成しているほか、様々な業務（文書・会

計等）で情報システムを活用しているなど、ICT 機器の適切な利用が不可欠
です。業務を効率的かつ安定的に遂行するためには、一定の ICT スキル・リ
テラシーを獲得し、業務の中で日々活かしていくことが求められます。 

総務局 

協働・共創 
 (データの利活用含む) 

多様化・複雑化する市民ニーズや地域課題に対応するために、市職員には
市民・地域・NPO 法人・企業・大学等と共に課題解決に取り組む「協働・
共創」の視点が求められます。あわせて、客観的なデータを利活用して、現
状や課題を的確に把握し、事業の推進に活かす姿勢なども求められます。 

市民局 
政策局 
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別表３：専任職 分野一覧 （全 18 分野）  
「統計選挙業務担当」「戸籍業務担当」「登録業務担当」「市民税業務担当」 
「土地業務担当」「家屋償却資産業務担当」「納税業務担当」「収納業務担当」 
「国民年金業務担当」「保険業務担当」「会計経理担当」「社会福祉業務担当」 
「保健師業務担当」「建築基準法等審査担当」「市街地整備担当」 
「情報システム関連業務担当」「救急業務担当」「ヘリコプター操縦業務担当」 

 
 
 

別表４：キャリア自己分析表（事務職版） 
 

   ・「キャリア自己分析表」が定められている職種 
    事務職・社会福祉職・保健師・情報処理職・土木職・建築職・機械職・電気職・農業職・造園職・ 

環境職・保育士 
 

【事務職版】※他の職種については、それぞれの専門分野人材育成ビジョン等を参照 

 
 
 

４ 
 



別表５：重点育成期間（２年間）の到達目標 
・採用後２年間を重点育成期間として定めています。 
・当到達目標は、新卒採用(※)・転職者・社会人採用・技能職員採用を対象に設定しています。 

 ・社会人採用は、「仕事に対する姿勢・態度」について 1年間で身につけるものと定めています。 
  ・技能職員は、「身につけるべき知識・能力」が行政職員と異なります。（「仕事に対する姿勢・態度」の「積

極性」部分も一部も異なる） 
（※）新卒採用：大学卒程度、高校卒程度、免許資格職等の総称です。 

 
【行政職員：新卒・転職者・社会人採用】 
 

仕事に対する姿勢・態度 （行政職員 ： 新卒・転職者・社会人採用。技能職員は一部項目が異なる。） 
視点 重点育成期間での到達目標 指標・着眼点 ※業務内容によって、必要に応じて加筆修正可 

規律性 公務員・横浜市職員としての自覚を持ち、
服務規律や職場ルールを遵守している 

○公務員としての自覚を持ち、公私ともに規律ある行動をしているか 
○職場のルールを遵守し、誠実に行動しているか 
○上司や先輩の指導を素直に受け止め、適切に行動しているか 
○報告・連絡・相談を適切に行っているか 

積極性 前向きに、自信とやりがいを持って業務に
取り組んでいる 

○電話・窓口対応を積極的に行っているか 
（技能職員：市民対応を積極的に行っているか） 
○職位に応じた知識・能力の習得に積極的か 
○疑問点を自ら調べ、解決しようとしているか 
○苦手な仕事であっても、前向きに取り組んでいるか 

協調性 課・係（チーム）の一員としての自覚を持
ち円滑なコミュニケーションが取れている 

○チームワークを重視し、業務に取り組んでいるか 
○自ら積極的にコミュニケーションを取っているか 
○人間関係を円滑に保つよう心掛けているか 
○担当業務以外の仕事でも、協力しようとする姿勢があるか 

責任性 
職員Ⅰとしての「基本的な役割」を果たす
姿勢を持つとともに、自分の担当業務を最
後までやり遂げることができる 

○安易に上司やトレーナーを頼らず、責任をもって仕事をしているか 
○スケジュールや計画を守り、仕事を最後までやり遂げているか 
○失敗をしても、失敗から学び、仕事を最後までやり遂げているか 
○新しい視点で職場の活性化に取り組もうとしているか 

身につけるべき知識・能力（行政職員 ： 新卒・転職者・社会人採用。技能職員は次ページ参照） 
視点 重点育成期間での到達目標 指標・着眼点 ※業務内容によって、必要に応じて加筆修正可 

方針や 
目標の 
理解 

「運営方針、課・係の目標」と、「担当業務
の重要性･必要性」を結びつけて考え、行動
に結びつけている 

○運営方針を理解しているか 
○担当業務の必要性・重要性を理解しているか 
○担当業務の位置づけを整理できているか 

業務上必
要な知識 
・能力の
習得 

市職員として必要な知識や、業務上必要な
根拠（法令等）やマニュアル、必要なシス
テム操作等を、理解・習得している 

○業務上必要な根拠(法令・マニュアル等)を理解しているか 
 また、これらに基づき、基本的に一人で業務を進められているか 
○正しい手順に基づいて円滑に業務を進められているか 
○文書管理システムなど、業務上必要なシステム操作を習得しているか 
○文書・法務など、市職員として必要な知識を身につけたか 

市民対応 
庁内対応 

一人ひとりが横浜市の顔であることを理解
し、適切に市民等への対応を行っている。
また、庁内の基本的な対応･調整が行える 

○市民・庁内問わず、言葉遣いや対応は適切か。また、説明はわかりや 
すいか 

○市民の視点に立った対応を心掛けているか 
○基本的な庁内外との対応や調整を、一人で円滑に行えているか 

キャリア
形成 

市職員としての自らのキャリアを、主体的
に考えることができている 

○職業人、そして公務員として仕事をする意義を整理できているか 
○今後のキャリア形成について自分なりの方向性をイメージしているか 
○「やりがい」を得るには、自らの能力を高めることが必要だという 
ことを理解しているか 

○採用２年目職員研修などを通じて、キャリア形成の重要性を理解でき 
たか 

５ 
 



 
【技能職員（「仕事に対する姿勢・態度」は、一部を除き行政職員と同様の内容）】 
 

身につけるべき知識・能力（技能職員） 
視点 重点育成期間での到達目標 指標・着眼点 ※業務内容によって、必要に応じて加筆修正可 

方針や 
目標の 
理解 

「運営方針、課・係の目標」と、「担当業務
の重要性･必要性」を結びつけて考え、行動に
結びつけている 

○運営方針を理解しているか 
○担当業務の必要性・重要性を理解しているか 
○担当業務の位置づけを整理できているか 

業務上必
要な知識 
・能力の
習得 

業務上必要な根拠(法令等)やマニュアルを理
解し、正しい手順で作業を進められる能力を 
身につけている 

○業務上必要な根拠(法令・マニュアル等)を理解しているか 
○その根拠を元に業務を進められているか 
○正しい手順に基づいて円滑に業務を進められているか 

市民対応 一人ひとりが横浜市の顔であることを理解
し、適切に市民等への対応を行っている 

○市民等への対応は、親切丁寧に行っているか 
○市民等への説明等は、分かりやすく行っているか 
○市民の視点に立った対応を心掛けているか 

安全への 
対応 

安全面に注意を払いながら業務を行ってい
るか 

○安全面に注意を払いながら業務を進められているか 
○事故の未然防止のための段取りを守っているか 

 
 
 
 
別表６：昇任体系 （行政職員：ただし当体系が該当しない職種もあります） 
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別表７：人材育成シニアリーダー・リーダー一覧 
 

【職種：全９分野】  
分野 シニアリーダー リーダー 

社会福祉・保健師 健康福祉局地域福祉保健部長 健康福祉局福祉保健課人材育成担当課長 

土木 財政局公共施設・事業調整室長 財政局公共施設・事業調整課担当課長 

建築 建築局副局長 建築局総務課長 

機械・電気 財政局公共施設・事業調整室長 財政局公共施設・事業調整課担当課長 

農業 環境創造局副局長 環境創造局農政推進課長 

造園 環境創造局副局長 環境創造局みどりアップ推進課長 

環境 環境創造局副局長 環境創造局環境管理課長 

衛生監視員 健康福祉局健康安全部監視等担当部長 

健康福祉局生活衛生課長 

健康福祉局食品衛生課長 

健康福祉局動物愛護センター長 

保育士 こども青少年局子育て支援部長 こども青少年局保育・教育人材課長 

 
【職域：全 10 分野】  

分野 シニアリーダー リーダー 

法務 総務局副局長 総務局法制課長 

ＩＣＴ 総務局しごと改革室ＩＣＴ担当部長 
総務局行政・情報マネジメント課情報セキュリ

ティ担当課長 

税務 財政局主税部長 財政局税務課長 

公有財産 財政局管財部長 財政局管財課長 

国際 国際局副局長 国際局政策総務課長 

戸籍 市民局区政支援部担当部長 市民局窓口サービス課長 

保険年金 
健康福祉局生活福祉部長 

健康福祉局保険年金課長 

健康福祉局医療援助課長 

健康福祉局高齢健康福祉部長 健康福祉局介護保険課長 

医療政策 医療局副局長 医療局医療政策課長 

選挙 選挙管理委員会事務局選挙部長 選挙管理委員会事務局選挙課長 

土木事務所 当該年度幹事区の土木事務所長 当該年度幹事区の土木事務所副所長 
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別表８：人材育成シニアリーダー・リーダーの役割 
 
 

  「人材育成シニアリーダー」及び「人材育成リーダー」は、各分野における人材育成を具体
的に進める推進役を担います。 

 
（1） 各専門分野の人材育成ビジョンに基づき、高い専門能力を有し、個々の業務に精通

した人材を育成する。 
（2） 総務局人事部と連携を図り、各専門分野の人材育成ビジョンに基づき、対象となる

職種・職域への周知、取組の実践、定着を図る。 
（3） 業務知識の習得、技術の伝承を目的とした取組の年間計画を策定し、各専門分野の

人材育成ビジョンに基づく研修等を実施する。 
（4） 人材育成リーダーは、原則年 2 回開催される人材育成リーダー会議において、取組

の年間計画などの情報提供・共有を行う。 
（5） 必要に応じて、人材育成リーダーは、当該部署の係長級を「人材育成サブリーダー」

として位置づけ、実務を共に担う。 
（6） 必要に応じて、庁内外に向けて各専門分野の魅力や人材育成の取組について情報 

発信を行う。 
（7） 必要に応じて、各専門分野の人材育成ビジョンの改訂を行う。 
（8） そのほか、専門分野の人材育成に関する取組や情報等について、総務局人事部 

及び職種・職域の連絡調整、情報提供を行う。 

 

  

８ 
 



別表９：工程表（～2022 年３月） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

当工程表は、市（組織）が行う取組の中でも主に人事部が行う取組を中心に記しています。 
（一部、各区局業務所管課・人材育成リーダー等が行う取組を含んでいます） 

９ 
 

取組の方向・取組例

●人材育成ビジョンの考え方・内容の全職員への周知
　（基礎研修や情報共有推進会議、YCANなどを通じた周知）
●「連携する計画等」（職員行動基準など）との連携
●区局人材育成担当や人材育成シニアリーダー・リーダー等との連携
●人材育成ビジョンの考え方を踏まえた研修計画の策定
●MBOにおける人材育成項目の目標設定
●人材育成支援システムの運用
●人事部ニュースレター等、各種通信を通じた情報発信
●次期改訂に向けた意見・ニーズの把握
●人事給与制度の検討　　など

取組の方向・取組例

Ⅰ 意識啓発の実施
●OJTハンドブックの周知・整備
●各種研修（人材育成研修職員向け等）を通じた周知　など

Ⅱ コミュニケーションスキルを獲得するための支援の実施
●新任トレーナー研修の実施
●課題別研修でのコミュニケーション系カリキュラムの実施・検証　など

Ⅲ 重点育成期間（採用後２年間）における職場支援の実施
●重点育成期間における基礎研修（新採用職員研修等）の実施
●育成者・トレーナー制度の実施・検証　など

Ⅳ 人事考課を通じたOJTの実施
●人事考課制度の実施
●日常的な指導・育成の重要性や、人事考課に必要な知識を伝える研修の
　実施　など

取組の方向・取組例

Ⅰ 能力開発の必要性を伝える啓発の実施
●各昇任研修等を通じた必要性の啓発
●キャリア形成の観点から能力開発の必要性を伝える取組の実施　など

Ⅱ
求められる「役割」「能力」「基礎的マインド・知識」の理
解・獲得を支援する取組の実施

●求められる「役割」について
　・公務員としての自覚を早期から繰り返し促す取組の実施
　・役割を理解し実践に結びつける基礎研修の実施
　・担った役割を適切に評価する人事考課制度の実施
　・面談スキルを高める責任職向け研修の実施　など
●求められる「能力」について
　・課題別研修（ステップアップ・カレッジ、技術研修等）の実施
　・各種区局研修の実施
　・キャリア自己分析表を活用した面談の実施　など
●求められる「基礎的マインド・知識」について
　・「基礎的マインド・知識」の必要性を伝える研修カリキュラムの実施
　・「基礎的マインド・知識」を身につける区局研修、ベーシック・カレ
　　ッジ等の実施
　・キャリア自己分析表を活用した面談の実施　など

Ⅲ 新採用職員を対象とした取組の実施
●（再掲）重点育成期間における基礎研修（新採用職員研修等）の実施
●（再掲）育成者・トレーナー制度の実施・検証　など

Ⅳ eラーニングの整備・実施
●eラーニングシステムの継続的な整備
●各区局のカリキュラムの配信　など

取組の方向・取組例

Ⅰ 「人事考課制度」の適切な実施
●「人事考課実施要領」に基づく、制度の適切な運用
●責任職を対象とした研修の実施
●職員を対象とした研修の実施　など

Ⅱ 「研修」の効果的な実施
●研修計画の策定（毎年度）、重点施策等の設定、計画の周知
●研修効果（職員の理解度・満足度等）の把握、経年での検証　など

Ⅲ 人材育成の視点を踏まえた「人事異動」の実施
●異動方針の策定、異動方針に基づいた人事異動の実施
●人事異動における人材育成の重要性を伝える取組の実施　など

Ⅳ 「人材育成体系」の理解を深め、浸透させる取組の実施 ●３つの人事施策の連携の重要性を伝える研修等の実施　など

②　求められる「役割」「能力」「基礎的マインド・知識」の理解・獲得に向けた取組の実施

③　「人材育成体系」に基づく取組の実施
職員が高い意欲をもって職務にあたれるよう、人事考課・研修・人事異動の３つの
人事施策を着実に実施するとともに、それらの連携に向けた具体的な取組を実施す
る。

◇人材育成ビジョンの周知、理解・定着に向けた取組の実施
◇人材育成を進める上で必要な体制の整備
◇新たな課題に対する対応　など

公務員としての自覚を持ち職位に応じた役割が果たせるよう、能力開発の必要性を
伝え、具体的な能力・知識等を身につける取組を実施する。

全職員がOJTを通じて成長できるよう、組織的かつ計画的なOJTが行われるため
の具体的な支援施策を実施する。

 ◆　人材育成ビジョン全体に関する取組の実施など
市の人材育成を組織的・計画的に進めるために、人材育成ビジョンの考え方を全職
員と共有・推進する施策を実施する。

①　「OJT支援」の実施
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取組の方向・取組例

Ⅰ 「専門分野人材育成ビジョン」に基づく取組の実施

●各分野における専門分野人材育成ビジョンの管理（改訂・振り返り）
●人材育成シニアリーダー・リーダーを中心とした取組の推進
●「分野別人材育成年間計画・報告書」に基づく具体的な取組の推進
●人材育成リーダー会議の実施　　　など

Ⅱ OJTを中心とした知識・技術の継承の支援 ※ 取組１「OJT支援の実施」を参照

Ⅲ 専門分野での業務を担う職員を対象とした研修の実施
●各専門分野による区局研修の実施
●技術研修（基礎講座・発展講座・職種別講座）の実施
●専門性を獲得するための派遣研修の実施　など

Ⅳ 専門分野を担う人材の適材適所の配置 ●異動方針に基づいた人事異動の実施　など

取組の方向・取組例

Ⅰ キャリア形成の重要性を伝える取組の実施
●毎年度：キャリア形成の重要性を考える機会の提供
●昇任時：基礎研修におけるキャリア形成の重要性の啓発
●責任職向け啓発の実施　など

Ⅱ キャリア形成を踏まえた「人事異動」の実施 ●職員のキャリア形成と執行体制の確保を両立した人事異動の実施　など

Ⅲ 「Wプログラム」に基づくキャリア形成支援の実施
●Wプログラムの趣旨を伝える研修カリキュラムの実施
●座談会や希望制のキャリア研修等の実施
●仕事と育児・介護の両立を支援する取組の実施　など

Ⅳ キャリア形成を個別に支援する取組の実施
●意向調書に基づく面談の実施
●キャリア自己分析表の面談での活用
●メンター制度の実施・検証　など

取組の方向・取組例

Ⅰ 「MBOを活用した業務実績評価」「勤務実績評価」の実施
●MBOを活用した業務実績評価の継続実施
●勤務実績評価の継続実施、責任職の人材育成への活用　など

Ⅱ マネジメントを支援する「研修」の実施

●経営責任職研修・人材育成研修などの基礎研修の実施
●各昇任研修（部長・課長・課長補佐・係長・専任職）の実施
●ハラスメントの防止、リスクマネジメント、働き方改革、健康ビジョン等
　を踏まえた研修カリキュラムの実施
●リーダーズ・カレッジの実施　など

Ⅲ 「人事異動」の実施 ●責任職異動方針を踏まえた人事異動の実施　など

取組の方向・取組例

●民間企業等との人事交流・派遣研修の実施
●長期国内留学派遣研修等の実施
●夜間自己開発講座等の実施
●インターンシップ、採用前プログラムの実施　など

⑤　「キャリア形成」を支援する取組の実施

④　「専門性の獲得」を支援する取組の実施
高い専門性を獲得できるよう、各職種・職域による人材育成ビジョンに沿い、組織
的な人材育成を進める具体的な取組を実施する。

全ての職員が前向きな職業人生を歩み、その行動力を組織の力とできるよう、キャ
リア形成支援に向けた具体的な取組を実施する。

⑥　「責任職」を育成し、支援する取組の実施
責任職が自らの役割や影響力を認識し行動に移すことで、よりよい職場環境づくり
と職員の人材育成が進むよう、責任職を育成・支援する具体的な取組を実施する。

 ◇ その他

◇派遣研修等の実施
◇SD支援の実施
◇インターンシップ、採用前プログラム等の実施



参考資料：人材育成ビジョン策定と改訂の経緯 
 

■【策定】平成 17 年２月 
「人材こそが最も重要な経営資源」であることを念頭に、横浜市における総合的かつ計画的な人材育成の取組

を行うための指針として策定  
 

○求められる職員像「ヨコハマを愛し、市民に信頼され、自ら考え行動する職員」を定める 
○人材育成に関する基本的考え方を定める 
・「人を育てる組織風土」の醸成・個々の能力開発段階に応じた人材育成 
・研修と人事が連携した総合的な仕組みづくり 

○職員の果たすべき役割、求められる取組姿勢・能力を定める など 
 

◇【部分改訂】平成 19 年３月 
○新たな人事給与制度を踏まえ、職員の果たすべき役割、それを果たすために必要な能力・取組姿勢を見直し 
○職員のキャリア形成の観点から、人を育てる総合的な取組の内容を定める 
○経営責任職に求められる資質、能力を追加記入 など 

 
◇【部分改訂】平成 20 年 11 月 

○女性の人材育成と登用のための「女性ポテンシャル発揮プログラム」を新たに位置づけ 
○社会人採用の年齢資格拡大を受け、職員Ⅰの果たすべき役割を追加記入 
○情報セキュリティ意識及びＩＴ能力研修の充実・強化について追加記入 など 

 
◇【全面改訂】平成 23 年 1 月 

人事異動・人事考課・研修を効果的に連携させた「人材育成体系」を構築するとともに、「４つの視点」を示すなど
の全面改訂  

  
〇４つの視点 ・日常業務を通じた能力開発と組織的・継続的な人材育成 

・人事異動や昇任の時期に応じたキャリア形成支援 
・市職員として必要な業務知識・実務能力の向上 
・専門分野を担う計画的な人材育成 

○職位ごとに果たすべき役割や求められる能力の明確化 など 
 

◇【部分改訂】平成 26 年３月 
○人材育成体系が職場で組織的に「実践」「定着」し、人材育成の風土醸成と取組が継続・発展していくように取組
の方向性を示す 
・「OJT」を人材育成の基本に据え、全ての職員が人材育成に取り組む組織風土を醸成 
・職員Ⅲや再任用職員などベテラン職員の役割を明確化 
・責任職の重要な役割に、組織的に職員のキャリア形成支援に取り組むことを明記。経営責任職については、幅 
広い経営管理の知識を持ち、品格をもって立ち居振る舞い、区局を運営するということを明確化 など 

 
◇【全面改訂】平成 30 年３月（当人材育成ビジョン） 

      これまでの内容・取組を踏まえつつ、市職員に「公務員としての自覚」「人権意識」が求められている背景や、「責
任職の育成」「働き方改革」の重要性の視点を盛り込み、「人材育成の基本方針」や「求められる職員像」の整理な
どを行う全面改訂  

 
〇連携する計画として「横浜市人権施策基本指針」「横浜市職員行動基準」などを定める 
〇責任職の人材育成の視点を大幅に盛り込み、「責任職に求められる行動姿勢」などを定める 
〇人材育成の基本方針を、これまでの取組を整理し３つ定める 
   ①「人材こそが最も重要な経営資源」であることを念頭に人材育成を進める 
   ②職員は自ら学ぶ姿勢を持ち、市(組織)は職員の人材育成の推進に責任を持つ 
   ③OJT を人材育成の中心に据えた「人材育成体系」に基づく取組を推進する 
〇「求められる職員像」の解説部分を見直すとともに、要約するものとして「市民に貢献する仕事に誇りと自信を
持ち、誠実・公正に行動し、課題解決に向けて主体的に取り組む」と定める。 

〇求められる「役割」と「能力」を全職位見直すとともに、求められる「基礎的マインド・知識」を新設し、「人権
意識」「コンプライアンス」「福祉の視点」「法務・文書」など 11 項目を定める 

〇全職員を対象とした「市職員と市(組織)の行動姿勢・取組」を５つ定めるとともに、具体的な取組を記す 
〇専門分野人材育成について、人材育成リーダーの役割を定めるなど、取組を明確化する 
〇別表を新たに設け、これまで記載がなかった「専任職分野一覧」「重点育成期間(2 年間)の到達目標」等を掲載する 
〇改訂周期を、今後は原則的に４年に１度と定める など 
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